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労働生産性の向上しない日本 

 

全事業者の 90%を占める中小企業の皆さんも、中小企業を支援する機関の皆さんも、日本の労

働生産性が低いと言われて久しいことは、認識されているかと思います。 

今日は、日本の労働生産性の国際比較について紹介します。ネタは、日本生産性本部から出

ている「労働生産性の国際比較 2022」です。 

 

まず、2021年度の日本の労働生産性の実態を紹介する前に、労働生産性の定義から。 

労働生産性は、国際比較される場合 

労働生産性(一人当たり)＝
𝐺𝐷𝑃(付加価値）

就業者
 

労働生産性(時間当たり)＝
𝐺𝐷𝑃(付加価値）

就業時間：就業者ｘ労働時間
 

と定義されます。 

 ここで、GDPは購買力平価（PPP）によりドル換算されています。 

※購買力平価とは、物価水準などを考慮した各国通貨の実質的な購買力を交換レートで表したものです。 

 

（１） 日本の時間当たり労働生産性： 49.9$/時間 （5,006円） 

OECD加盟国（38か国）中の 27位 （第 1位は、アイルランドの 139.2$） 

米国（85.0$/時間）の 6 割弱  

（２） 日本の一人当たり労働生産性： 81,510$/人・年 （818万円） 

OECD諸国中の 29位 （第 1位は、アイルランドの 226,568$） 

欧州では低位である英国（101,405$ 1018万円）より 2割低い。 

ポーランド、ハンガリー等の東欧諸国やニュージーランド、ポルトガルとほぼ同じ。 

※OECD（経済協力開発機構）はヨーロッパ諸国を中心に日・米を含め 38 ヶ国の先進国が加盟する国際機関です。 

 

 日本の時間当たり労働生産性 日本の一人当たり労働生産性 

1970 年 18位 2.9 ドル/時間 19位 6,986 ドル 

1980 年 20位 8.6 ドル/時間 19位 19,398 ドル 

1990 年 20位 19.1 ドル/時間 13位 40,131 ドル 

2000 年 21位 29.0 ドル/時間 20位 53,693 ドル 

2010 年 20位 39.8 ドル/時間 21位 71,853 ドル 

2021 年 27位 49.9 ドル/時間 29位 81,510 ドル 
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 日本全体（全産業）で見れば、国際的には先進諸国のなかでは下から数えた方が早い、低生産

性の国ということになります。ちなみに、時間当たり生産性と一人当たり生産性ともに 1970年代か

らずっと 20位前後で、2021年に 27位と 29位に低下しています。これはコロナからの回復が日

本の場合遅かったことが主要な要因でしょう。 

 

 さて、過去に日本の製造業は国際的なお手本と言われていた時代もあります。製造業だけの国

際比較をしたデータもあります。（統計の処理から購買力平価による難しいので、為替レートを基

準とした換算であることを付記しておきます） 

 

（３） 日本の製造業の一人当たり労働生産性： 555,848$/人年 （1011万円） 

OECD諸国中の 18位 （第 1位は、アイルランドの 226,568$、6045万円） 

米国（第 4位：159,865$、1736万円）の約 6割。 

フランス、韓国とほぼ同じ。 
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 全産業の場合より相対的な順位はよくなっていますが、米国比較では全産業同様 6割程度と劣

位です。近年平均賃金でも韓国に対して劣位とのことですので、2020年度の順位（韓国は 16位）

比較からも納得できそうです。 

 製造業の生産性では、2000年には、日本は第 1位でした。2000年ころまでは日本の製造業は

まだ輝きがあったと思います。そのころ私は製造業に身を置いていましたが、確かに日本の半導

体、製造設備、デバイス、精密機械、化学製品等は今に比べて元気だったように思います。 

 とはいえ、現在では製造業においても労働生産性の相対的な優位性はなくなってしまったように

思えます。 

 ところで、皆さんがここ数年積極的に応募されている補助金の多くは、労働生産性の向上を目指

したものであるにもかかわらず、一向に生産性が向上しているように見えないのはなぜでしょう。

日本の企業のほとんどは中小企業です。中小企業の生産性が向上し GDPを押し上げるようにな

らないとジリ貧になりそうです。 

 次回は、生産性の向上についての取り組みについて私の考えをお伝えしたいと思います。 
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